
 

 

 

第 13次労働災害防止計画（平成30年度から令和４年度）では、第三次産業の中で小売業において労働災害が

増加していることから、小売業を重点業種として位置づけ、労働災害件数を減少させるための集中的な取組を行

いました。令和５年度から第14次労働災害防止計画（以下、14次防）が始まり、死亡災害５％以上の減少、死

傷災害の増加傾向に歯止めをかけ令和９年までに減少させることを目標として、各種取組をお願いしております。 

直近５年間の相模原労働基準監督署管轄内の事業場で発生した休業４日以上の小売業に係る労働災害の発生状

況は以下のとおりです。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図－1 直近５年間の小売業の労働災害発生状況（休業４日以上） 

 

図―１は、直近５年間における小売業の労働災害の発生状況を示しています。（新型コロナウイルス感染症を

除く）。令和３年に急増して以降、増加傾向に歯止めがかからない状況にあります。令和６年は 14次労働災害

防止計画の 2年目でしたが、過去５年間のうち最多となりました。 

図―２は、直近５年間に発生した労働災害を事故の型別で分類しまとめたものです。『転倒』が 27％、『動作

の反動・無理な動作』が21％であり、これらで半数近くを占めている状況です。 

また、『転倒』のうち、休業 30日以上を要したのは 48％で、『動作の反動・無理な動作』は、89件中 46件

が腰痛です。労働者の作業行動に起因した労働災害が多くを占めている状況です。 
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図－2  事故の型別発生件数 
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前述のような傾向を踏まえ、事業場においては、引き続き次のような取組をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 14 次防では、『労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進』、『高年齢労働者の労働災害防止対策の推

進』が重点事項として掲げられています。以下に示す事項の末尾に（14次防）とあるのは、14 次防における事業

者の実施事項です。 

① 転倒災害は増加傾向が続いています。実効ある対策を推進するため、転倒の態様に対応した具体的対策を推進

してください。『４S』、床面の水濡れの除去等の一般的な対策にとどまらず、労働者の高齢化に伴う身体機能の低

下への対策（ソフト対策）を推進してください。（14次防） 

② 事故の型別で多く発生している動作の反動・無理な動作については、その多くが腰痛災害であることから、「職

場における腰痛予防対策指針」を参考とし、腰痛予防対策を推進してください。（14次防） 

③ 非正規労働者が多く、管理者の負担が大きいため、安全衛生管理体制に不備がある事業場が散見されますので

安全衛生管理体制の確立をお願いします。また、安全管理者、安全衛生推進者の選任義務のない事業場において

は、労働災害防止活動の実効性を高めるため、安全の担当者（安全推進者）を配置し、職場環境の改善や安全意

識の啓発などに関する事項を行わせてください。 

④ 設備等が原因で発生している災害よりも、労働者の行動による災害が多数を占めることから、安全衛生教育等

を実施し、労働者の安全衛生に対する意識の向上に努めてください。（14次防） 

⑤ 高年齢労働者の災害発生件数も少なくないことから、年齢・個人差に配慮した仕事の内容・強度・時間等の調  

整を行ってください。（14次防） 

⑥ 切れ・こすれによる労働災害においては、その多くが包丁などを使用している際によるものです。再発防止対

策として、安全衛生教育を再度実施するなど、作業者の意識に訴えかけるものがほとんどですが、それ以外の対

策として切創防止用手袋を再発防止対策として採用しているケースは多くありません。切創防止用手袋の着用を

一つの対策として検討してください。 

⑦ 職場に潜む危険などを視覚的に捉えるための見える化を推進し、効果的な安全活動に努めてください。 

 

参考となるパンフレット等（厚生労働省ＨＰ、神奈川労働局ＨＰに掲載されています） 

①「転倒予防・腰痛予防の取組」（啓発動画・ポスター・リーフレット） 

⇒「全産業の事業者向け転倒防止リーフレット」、「全産業の労働者向けの転倒防止リーフレット」が掲載されています。 

②「第三次産業の労働災害防止対策について」（パンフレット・リーフレット） 

⇒「小売業」、「社会福祉施設」、「飲食店」について関係資料が掲載されています。 

③「高年齢労働者の安全衛生対策について」（パンフレット・リーフレット） 

④「安全推進者の配置等に係るガイドライン」（リーフレット） 

⑤「第 14 次労働災害防止計画（神奈川計画）ダイジェスト版」（リーフレット） 

 番号に応じたQRコードはこちらです。 

 

 

図－3 腰痛の年代別発生状況 

図－3は、腰痛の年代別発生状況で

す。50代が最も多く、次いで40代、

20代の順となっています。 

このことから、年代に関係なく、腰

痛リスクが潜在しているものと考えら

れます。 
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